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　航 空 宇 宙 局（National Aeronautics and Space 
Administration：NASA）には 10 か所のフィール
ドセンターがあり、そのうちゴダード宇宙飛行セン
ター（Goddard Space Flight Center：GSFC）、ラ
ングレー研究センター（Langley Research Center：


































質調査所（United States Geological Survey：USGS）
は土地利用の調査や全世界の地震の観測などを行っ
ており、陸域観測衛星「ランドサット（Landsat）」
を運用している。Landsat 衛星も NOAA の衛星と同
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組織2-1
2 気候変動に関連する地球観測体制
























USGS、民間企業、米空軍（United States Air Force：




















研究センター（Oregon Climate Change Research 
Institute：OCCRI）9）が設置されている。
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米国の地球観測活動の今後の方向性（その2）―米国の国家安全保障戦略における気候変動への取組―


















































1）　IPCC 第 5 次評価報告書のウェブサイト：https://www.ipcc.ch/report/ar5/



















組条約締約国会議（15th Conference Of the Parties：






2014 年 6 月に提案したものである。最終的な基準は
2015 年夏に決定される見込みである11）。
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注：OECD 購買力平価換算による日本円の額を記載した。日本の額は OECD 推計値である。
出典：科学技術指標 2014 統計集　表 1-3-13 主要国における大学部門の研究開発費の推移、及び表 1-3-15 
　　　主要国における大学の研究資金の負担構造の変化を基に科学技術動向研究センターにて作成
出典：科学技術指標 2014 統計集 表 1-5-3 大学部門の研究開発費の指数の推移を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 1　米独英日の各国における大学部門の研究開発費（2011年）













開発支援は、2003 年度には 5 年間継続した国立衛


























ては、NIH の所外研究担当次長（Deputy Director 
































































ば 2013/14 年度においては 45 億 200 万ポンドの総
配分額のうち、15 億 5,800 万ポンドである。この最
新の評価は、2014 年に実施された REF（Research 
Excellence Framework）2014 であるが、その前




































以前の RAE についても 4～7 年に一度の間隔で実
施されている）。REF については、それまでの RAE
に対し幾つもの点で新たな取組が見られるが、この






















































出典：FDP 2012 Faculty Workload Survey RESEARCH REPORT Table 4. Comparison of Reported Workload 　　
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ン 5 種目の金銀銅 15 個のメダルのうち 11 個（日本
選手によるメダル獲得は 5 個）を獲得した8）。
　このように、現在世界のトップクラスの性能を持
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　米国国立衛生研究所（National Institute of Health：
NIH）の現所長Francis Collins が、NIH傘下の国立
ヒトゲノム研究所（National Human Genome Research 
Institute：NHGRI）所長であった 2007 年当時、遺伝





に1）、倫理的・法的・社会的課題（ethical, legal and 
social implications or issues：ELSI）に向き合うこと
は、医療イノベーションの促進において不可欠と考
えられている。その対応のため米国NHGRI の ELSI
研究プログラムの予算は、開始された 1990 年の 157
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　1995 年の最初の法案提出から 2008 年の大統領署
名まで 13 年間を要したGINAは、医療保険（2009
年 12 月施行）と雇用（2011 年 1 月施行）について、
遺伝情報に基づく差別を禁止している。一方、米国
雇用機会均等委員会（Equal Employment Opportunity 
Commission：EEOC）への遺伝情報差別の訴えは、
2010 年の 201 件から 2013 年の 333 件へと年々増加
した。
　他方、1996 年の『医療保険の携行性と責任に関す
る法律（Health Insurance Portability and Accountability 
Act：HIPAA）』や 2009 年の『経済的及び臨床的
健全性のための医療情報技術に関する法律（Health 
Information Technology for Economic and Clinical Health 
Act：HITECH）』に基づく米国保健福祉省（United 
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図表 1　米国「精密医療イニシアチブ」
出典：参考文献 2を基に科学技術動向研究センターにて作成



























































FDA：食品医薬品局（Food and Drug Administration）





















概念は 1978 年に提案されたが、2009 年に初めて現























































　NIHは 2015 年 4 月、ヒト胚の遺伝子改変を行う
研究には助成金を付与しない方針であることを発







































































Research Projects Agency：DARPA）が 2013 年 10 月に




































諮問委員会（Presidential Commission for the Study of 
Bioethical Issues：PCSBI）も、BRAINイニシアチブ











































方向的ではあるが、2015 年 4 月に英国のグループか
ら報告された、ゲノム配列解析による偶発的所見の
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No 掲載号 題　　　　名 著　　　者




茂木　伸一 ・ 庄司 真理子
蛯原　弘子 ・ 長谷川 明宏
次世代 LSI 用リソグラフィー技術の研究開発動向 小笠原　敦
日米欧の政府 R&D 予算に関する政策動向 清貞　智会
3 2001-6





次世代 Si-MOS デバイスの研究開発動向 小笠原　敦
新規超伝導体 MgB2 と研究開発動向 名嘉　　 節
カーボンナノチューブ製造技術開発の動向 多田　国之
5 2001-8











―国家の重要インフラをいかにサイバー攻撃から守るか― 清貞　智会 ・ 山田 　　肇
8 2001-11
再生医学の最近の動向―幹細胞を用いた再生医学について― 蛯原　弘子 ・ 茂木　伸一
科学コミュニケーションの動向―科学ジャーナルを取り巻く状況― 名嘉　　 節 ・ 清貞　智会山田　　 肇
わが国の研究成果 （論文） に対する国際評価
―日本発の “一流論文” の増加― 清貞　智会 ・ 富澤　宏之
9 2001-12
バイオインフォマティクスの動向 庄司 真理子 ・ 茂木　伸一
バイオエネルギー利用の動向と展望 大森　良太 ・ 長谷川 明宏根本　正博
マテリアル ・ シミュレーションの動向―第一原理計算を中心として― 高野 潤一郎
10 2002-1
第三の生命鎖糖鎖とポストゲノム解析 庄司 真理子 ・ 蛯原　弘子茂木　伸一
次世代デバイスの研究開発動向 （IEEE IEDM より） 小笠原　敦
11 2002-2
痴呆研究の動向～アルツハイマー病を中心に～ 蛯原　弘子 ・ 茂木　伸一
米国 R&D 政策動向～連邦政府 R&D 予算配分に見る重点領域の推移～ 清貞　智会
12 2002-3
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13 2002-4
がん研究の最近の動向
～分子標的治療法とトランスレーショナルリサーチ～ 庄司 真理子 ・ 茂木　伸一
量子コンピュータの研究開発動向 山崎　哲也
ナノバイオロジーの動向 名嘉　 　節 ・ 多田　国之
災害シミュレーション技術の動向 山口　充弘
米国科学技術政策の最新動向―2002 年 AAAS 年次コロキウム速報― 清貞　智会
平成 14 年度科学技術関係予算編成の概要 横尾　淑子
14 2002-5













―次世代高強度材料を目指して― 玉生　良孝 ・ 緒形　俊夫
自己組織化材料研究の動向 高野 潤一郎 ・ 小口　信行
17 2002-8
科学技術関連コンテストに見る我が国の現状 横尾　淑子 ・ 横田　慎二
ヒートアイランド対策技術の研究動向
―エネルギー利用の視点からの分析― 根本　正博 ・ 小林　博和
18 2002-9
バイオリソース （生物遺伝資源） の現状と将来 長谷川 明宏 ・ 茂木　伸一
グリッド技術の動向
―次世代インターネット利用の中核技術になるか― 亘理　誠夫
MEMS 研究の新展開 奥和田 久美
19 2002-10
生命科学の研究人材の育成および教育の在り方 庄司 真理子 ・ 茂木　伸一
化石資源を用いない水素製造技術
―持続可能な水素エネルギーシステムへの鍵― 大森　良太
エコマテリアルの動向―地球環境問題への材料学のアプローチ― 西村　　 睦 ・ 多田　国之
20 2002-11
情報通信分野におけるアクセシビリティに関する研究開発と標準化の動向
―誰にでも使える情報通信機器 ・ サービスを目指して― 山田　　 肇 ・ 山崎　哲也
単電子エレクトロニクス研究の動向
―半導体集積回路の限界は突破できるか― 小口　信行 ・ 高野 潤一郎
水循環を基本とした総合水管理に向けた研究動向 山口　充弘
エアロゾルの地球温暖化への影響の研究




ドラッグデリバリーシステム （DDS） の研究開発動向 丸山　典夫 ・ 多田　国之
光触媒利用技術の現状と展望 羽田　 　肇 ・ 多田　国之
22 2003-1
RNA 研究の動向 庄司 真理子 ・ 茂木　伸一
バイオインフォマティクスの技術動向 乃木　　 篤 ・ 香月 祥太郎
循環型社会の構築を目指した破棄物処理の技術開発と研究動向 根本　正博 ・ 吉川　邦夫
科 学 技 術 動 向　2015年 7・8月号（151号）
34
No 掲載号 題　　　　名 著　　　者
23 2003-2
「脳科学と教育」 研究の動向 茂木　伸一 ・ 庄司 真理子
燃料電池自動車普及の鍵を握る水素貯蔵材料 玉生　良孝 ・ 緒形　俊夫













米国の科学技術政策動向―2003 年 AAAS 年次コロキウム速報― 清貞　智会
26 2003-5
エピジェネティック ・ がん研究の必要性―ポストゲノム時代のがん研究― 伊藤　裕子
RFID の動向 小松　裕司 ・ 山田 　　肇
革新的原子炉としての高温ガス炉の研究開発動向 大森　良太
27 2003-6





材料の国際標準化からみた国際戦略の現況と課題 緒形　俊夫 ・ 玉生　良孝
29 2003-8
ゲノム構造解析技術の研究開発の必要性 島田　純子 ・ 茂木　伸一
外科手術支援ロボットの導入と開発の動向 奥和田 久美
30 2003-9
グライコインフォマティクス展開の必要性 辻 　　崇一 ・ 島田　純子
ロボット技術の研究開発動向
―生活支援ロボット実用化促進に向けて― 小松　裕司






―上流工程の “ビジネスルール” と要求工学を検討する― 黒川　利明
地球監視 ・ 観測衛星の動向












―日本企業の優位性と中 ・ 米連携標準化の新しい動き― 立野　公男
発電用ガスタービン高効率化に向けた耐熱材料の開発動向 玉生　良孝
米国 「21 世紀ナノテクノロジー研究開発法」 における注目点 奥和田 久美
35
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実大三次元震動破壊実験施設 （E- ディフェンス） について 菅沼　克敏
科学研究と知的財産の公益性―「研究利用における特許権の効力
の及ばない範囲の現況」 について AAAS からの寄稿紹介― 島田　純子 ・ 亘理　誠夫
42 2004-9






宇宙環境観測 ・ 変動監視の研究動向 辻野　照久
44 2004-11








究戦略―我が国との比較 新田　裕史 ・ 浦島　邦子
科学技術政策をめぐる米国の科学者たち 浦島　邦子
科 学 技 術 動 向　2015年 7・8月号（151号）
36
No 掲載号 題　　　　名 著　　　者
46 2005-1
創薬科学者 ・ 技術者の育成と現状 梶本　哲也
エレクトロニクスへのナノテクノロジーの応用
―検討が進むシリコン LSI への適用例から― 小松　裕司 ・ 小笠原　敦
ユビキタス測位における準天頂衛星の有効性 辻野　照久
47 2005-2




―電子機器の付加価値を支配するシステム LSI 開発のボトルネック― 小松　裕司 ・ 野村 　　稔
消防防災に関する科学技術動向

























PC グリッド ・ コンピューティング









人道的地雷探知 ・ 除去技術と国際貢献への道 佐藤　源之
わが国における地震防災の最近の動向 菅沼　克敏
56 2005-11
窒素酸化物排出低減用触媒技術の開発動向 小沢 　　靖 ・ 浦島　邦子
京都メカニズムにおける原子力技術利用への動き
―京都議定書の将来枠組みでの注目点― 大平　竜也 ・ 持田　　 勲
57 2005-12
サービス ・ サイエンスにまつわる国内外の動向 日高　一義







科 学 技 術 動 向　2015年 7・8月号（151号）




石油 ・ 天然ガス資源の探査 ・ 開発 ・ 生産に関する技術開発の動向 持田 　　勲 ・ 大平　竜也
60 2006-3
中国における技術予測 辻野　照久 ・ 横尾　淑子
人間を理解するための認知ロボティクス 石井 加代子
61 2006-4





―動物愛護管理法の改正 ・ 施行を迎えて̶ 重茂　浩美
一人一人の環境保全行動の実戦に向けて














日本の設計組織構造を考慮した CAD の研究開発 塩谷　景一
66 2006-9
ITS による自動車の社会 ・ 環境負荷低減に向けて 竹内　寛爾 ・ 前田　征児
摩擦抵抗低減を目指した乱流制御の研究動向 池田　一壽
67 2006-10














―CMOS 高周波 LSI にみる新時代のアナログ技術を中心に― 野村 　　稔
高純度シリコン原料技術の開発動向







再生医療を中心とした生体材料研究の現状 菊池　正紀 ・ 金間　大介
海底活用のための探査技術―大陸棚画定調査への貢献― 辻野　照久
科 学 技 術 動 向　2015年 7・8月号（151号）
38





















成の動き 竹内　寛爾 ・ 野村 　　稔
海外における深海有人潜水船の開発動向と我が国の進むべき道 工藤　君明
消防防災に関する科学技術動向











地球変動予測を意識した 21 世紀の海洋観測 滝沢　隆俊
高効率を目指す太陽電池セルの研究開発動向 金間　大介 ・ 河本　　 洋
83 2008-2
ニュートラスーティカルに関する研究動向 鷲見　芳彦
防災 ・ 減災のための情報通信システムの相互運用 臼田 裕一郎
84 2008-3
地球温暖化問題に対するサスティナビリティサイエンスの研究動向
―IPCC 第四次評価報告書に対する日本の貢献度から見た課題― 前田　征児 ・ 日引 　　聡
ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み 竹村　誠洋
85 2008-4












日本の危機としての IT 人材問題 林　　　　晋 ・ 黒川　利明
89 2008-8
言葉の壁を越える音声翻訳技術 中村 　　哲
月 ・ 惑星探査における我が国の宇宙開発能力 清水　貴史
39
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90 2008-9
温室効果ガス削減に貢献する電力技術 浦島　邦子 ・ 戸澗　敏孔
排熱回収用高効率熱電変換材料の研究開発動向 河本 　　洋
91 2008-10
ロジスティクス高度化へのオペレーションズ ・ リサーチの役割 高井　英造
地震予知研究の動向と問題点 松村　正三
92 2008-11
新しい情報ネットワーク基盤の商用化と研究開発の動向 藤井　章博 ・ 山田 　　肇










―化学合成プロセスへの応用における省エネルギー化― 岩本　雄二 ・ 河本　　 洋



















AAAS 科学技術政策年次フォーラム （2009） 報告 平野　章生
101 2009-8
ドイツの地域予測シナリオ
―2020 年のバーデン ・ ヴュルテンベルク州における IT とメディア― 市口　恒雄 ・ 横尾　淑子
北極域環境の研究体制における日本の課題 大畑　哲夫
102 2009-9
微細藻類 （マイクロアルジェ） が開く未来―有用性とその利用― 鷲見　芳彦













広がる Web API の活用―マッシュアップの幅広い可能性― 藤井　章博
自動車用高出力 ・ 大容量リチウムイオン電池材料の研究開発動向 河本　　 洋
科 学 技 術 動 向　2015年 7・8月号（151号）
40






再生可能エネルギーとしての新たな時代の水力 井上　素行 ・ 白石　栄一
109 2010-4
症候群サーベイランス―感染症流行の早期探知に向けて― 重茂　浩美





「所有から利用へ」 の世界を支えるクラウド ・ コンピューティングの可能性 黒川　利明 ・ 日高　一義












～ 「つくばイノベーションアリーナ」 の概要と展望～ 小笠原　敦

















廃プラスチック資源化の技術的展開と普及への課題 小寺　洋一 ・ 浦島　邦子
排出量取引を利用した二酸化炭素回収 ・ 貯留技術の促進について 有村　俊秀 ・ 前田　征児和田　　 潤 ・ 浦島　邦子
121 2011-4
クラウド環境における電子商取引の標準化と変化 藤井　章博








高品質な国産小麦の研究開発動向 金間　大介 ・ 鷲見　芳彦
新たな核酸創薬への期待―マイクロ RNA 研究の最近の動向― 新飯田 俊平
AAAS 科学技術政策年次フォーラム （2011） 報告 重茂　浩美
41
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―日常消費活動の中で生態系保全を推進する認証制度― 藤本　博也 ・ 浦島　邦子
水災害に対する防災技術の転換の必要性 井上　素行 ・ 鴨川　　 慎
シンポジウム 「IEEE に見る国際競争激化とグローバル化―研究
人材の国際流動性は研究開発に影響を与えるのか―」 開催報告 野村 　　稔
128 2012-3・4
外国人研究者の寄与による研究機関の生産性の向上 有賀　克彦 ・ 蒲生　秀典
非常食から被災生活を支える災害食へ 中沢　　 孝 ・ 別府　　 茂
129 2012-5・6
小水力発電の現状 ・ 意義と普及のための制度面での課題 伊藤 　　康









緊縮財政下における米国の科学技術政策 ： 2012 年 AAAS 科学
技術政策年次フォーラム報告 遠藤 　　悟
131 2012-9・10






自動運転自動車の研究開発動向と実現への課題 辻野　照久 ・ 坪谷　　 剛
米国における科学技術人材育成戦略―科学、 技術、 工学、 数





―論文単位で即時かつ多面的な測定を可能とする Altmetrics― 林 　　和弘
ポーター仮説とグリーン ・ イノベーション
―適切にデザインされた環境インセンティブ環境規制の導入― 伊藤　　 康 ・ 浦島　邦子
2012 年の世界の衛星打上げ動向 辻野 照久
科学的合理性のあるスポーツ教育に向けて
―TQC （トータルクオリティコントロール） の導入事例― 橋本　新平 ・ 重茂　浩美
135 2013-5・6
官民が競う津波救命艇の開発 坪谷 　　剛





科 学 技 術 動 向　2015年 7・8月号（151号）
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No 掲載号 題　　　　名 著　　　者
136 2013-7
2013 年 AAAS 科学技術政策年次フォーラム報告　緊縮財政下に
おける科学技術と社会との関係の変化 遠藤 　　悟
科学研究の投資効果測定を目指す米国の STAR METRICS 事業
の現状と今後の見通し 白川　展之
ガバメント 2.0
―データガバメントと住民参加型行政の 2 つの方向性― 市口　恒雄
オランダ ・ フードバレーの取り組みとワーヘニンゲン大学の役割 金間　大介

















―Future Earth について― 増田　耕一 ・ 浦島　邦子
健康長寿社会の実現に向けた喫煙リスク研究の動向 本間　央之




―消防防災科学技術高度化戦略プラン 2012― 松原　美之 ・ 浦島　邦子
コンピュータシステムの高性能化への動き
―プロセッサと主記憶間のデータ移動に関する課題の改善― 野村　　 稔
電子黒板 （インタラクティブ ・ ホワイトボード） 導入による教育の
ICT 化に向けて 市口　恒雄
健康長寿のために重要な身体活動量の測定に係る課題 中沢 　　孝







みの必要性―ナノテク ・ 材料系ジャーナルに着目した分析― 白幡　直人 ・ 林 　　和弘






Technology Pioneers2014 に選ばれた世界のベンチャー企業 市口　恒雄






科 学 技 術 動 向　2015年 7・8月号（151号）
No 掲載号 題　　　　名 著　　　者
142 2014-1・2
日本の魅力の発信強化に向けた研究開発テーマの抽出
―第 9 回デルファイ調査より― 科学技術動向研究センター
農業をめぐるＩＴ化の動き













―ハイパフォーマンスコンピューティングの活用事例を中心に― 野村 　　稔 ・ 金間　大介
インフラ長寿命化における道路橋の新たな点検技術の開発 坪谷　　 剛 ・ 市口　恒雄







予測の現状～社会課題解決に向けて～ （開催報告　その 1） 村田　純一 ・ 浦島　邦子
宇宙食の現状と災害食への活用 中沢　　 孝

















オープンサイエンスをめぐる新しい潮流 （その 1）　科学技術 ・ 学
術情報共有の枠組みの国際動向と研究のオープンデータ 村山　泰啓 ・ 林 　　和弘
世界のスーパーコンピュータの動向 （2014 年） 野村 　　稔
オバマ政権下の最近の米国の科学技術政策の展開





科 学 技 術 動 向　2015年 7・8月号（151号）
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オープンデータのためのデータ保存 ・ 管理体制 村山　泰啓 ・ 林 　　和弘
各国の地球観測動向シリーズ （第 10 回）　国際災害チャーターの活動
動向―外国の災害に対する国際的な衛星画像提供枠組みの拡大― 辻野　照久
青年千人計画に見る中国若手研究者の国際流動状況 木村 　　良 ・ 阪　　 彩香
148 2015-1・2
オープンサイエンスをめぐる新しい潮流 （その 3）
研究データ出版の動向と論文の根拠データの公開促進に向けて 林 　　和弘 ・ 村山　泰啓
2014 年の世界の宇宙開発動向 辻野　照久






向けた協働データインフラの開発動向―欧州の EUDAT の取組から― 野村 　　稔
IEEE 論文に基づく IoT 研究動向の計量書誌学的調査 藤井　章博





～第 6 回予測国際会議報告～ 蒲生　秀典 ・ 村田　純一
東南アジア教育大臣機構 (SEAMEO) における予測活動 浦島　邦子
オープンサイエンスをめぐる新しい潮流 （その 5）　オープンな情
報流通が促進するシチズンサイエンス （市民科学） の可能性 林　　 和弘












会受容促進の取組―遺伝情報、 生殖医療、 ヒトキメラ、 脳操作― 本間　央之
